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第５章 エゾシカおよびヒグマに関する市民意識アンケート調査 

 

５－１ アンケート調査の目的と調査方法の概要 

本調査は札幌都市部のヒグマおよびエゾシカの野生動物出没問題に対する市民の意識調

査を行ない、今後の野生生物の出没対策の参考にすることを目的として実施した。 

 

調査は札幌市民全体を対象とする前提で、地域毎の世帯数に応じたサンプリング調査を

行うこととし、プレ調査（予備調査）約 50 サンプルを採集後に改善点を抽出し本調査に反

映した後に約 460 サンプルのアンケート調査を行った。 

アンケート調査は地域ごとに取るべきサンプル数をあらかじめ決めておいて、調査員が

その地域に出向き、ランダムに戸別訪問を行って回答への協力の了解が取れた世帯主に対

して玄関口で質問票を読み上げて回答してもらう「ランダム戸別訪問アンケート調査法」

で行った。 

 

アンケートの内容は、①エゾシカやヒグマ問題に対する認識度、理解度などの設問、②

行政施策に対する世帯の負担金支払意思額を算出するための設問（CVM 法）、および③今後

のエゾシカとヒグマの取り扱いに関する市民感情の設問を用意した。 

野生動物の施策に対する税金負担支払い意志額を尋ねる CVM 法を含む本アンケート調査

においては、国土交通省のCVM法適用のガイドライン(平成22年3月)を参考にして行った。 

 

CVM 法のガイドラインを参考にして、次頁の図 5-1 に示したような、5月の中旬から 6月

の中旬にかけてアンケート調査票の作成やサンプリング数の決定など準備を行い、6 月 22

日～23 日に 55 件の予備アンケート調査を行った。予備調査の分析結果や調査員からのアド

バイスに従って設問やアンケート方法の改善を行った後、7月 19 日～31 日に札幌市全体で

457 件のサンプルを採取して 8月末までに解析を終了した。 

 

本調査の解析結果は、中間報告として 10 月末までに発注者に報告を行った。 
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55 件 

457 件

・・・５月中旬 

 

 

 

・・・５月下旬 

 

 

 

 

 

・・・６月中旬 

 

 

 

 

 

・・・6/22～23 実施 

 

・・・７/19～7/31 実施

 

 

 

・・・８月末 

図 5-1 アンケート調査（CVM 法）の流れ（国土交通省「CVM 適用指針」を参照） 

55 件 

457 件 
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５－２ アンケート調査の設計 

（１）アンケート調査方法の設定 

 

アンケートには野生動物防除施策に関して、税金を使った市民の支払い意志額を尋ねる

CVM(仮想市場評価法)が組み込まれていたのでこの種のアンケート調査方法は国の基準と

も言われている「国土交通省の CVM 法適用のガイドライン(平成 22 年 3 月)」を参考にした。 

 

一方、アンケート票の回収においては、ガイドラインではランダムに抽出された住所先

への郵送依頼と郵送による回答返送方式を挙げているが、今回は緊急雇用事業ということ

もあり、緊急雇用者による戸別訪問でのアンケート票の収集をおこなうことを前提として

調査方法の全体スケジュールを組み立てた。 

 

調査員の訪問によるアンケート収集には、昨今の詐欺まがいの訪問販売のような社会的

問題を背景として市民とのトラブルが考えられるため、調査員へのトレーニング、調査時

間帯の吟味、クレーム時の対応などを次頁の「アンケート調査実施要領」を事前に作成し

て、発注先および調査グループで共有を図った。 

 

アンケート票の設問も関係部署と協議して、最低限の設問数とし、文言をわかりやすく

し、写真も加えることとした。一方、高齢者の被験者が多いとの想定のもとに、被験者へ

見せるアンケート票は B4 版で大きな文字のものとし、調査員はこの大判アンケート票を被

験者に示しながら、一問一問読み上げて回答を得る方法を採用した。 
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（２）設問の設計 

 

以下の 4 項目について設問の作成を行った。設問の文言については、事前に関係部署と

協議して設定し、予備調査実施結果からも本調査の設問文言の修正などをおこなった。 

 

① 北海道や札幌市における、エゾシカ・ヒグマ問題やその施策の認知度：質問 1～4 

② 札幌市のエゾシカ・ヒグマ対策に対する「協力金支払意思額」の CVM 調査：質問 5～9 

③ エゾシカ・ヒグマの捕獲後の処分に対する市民の意識：質問 10～12 

④ 被験者の年齢（年代）、性別（男・女）、家族構成（人数）：質問 13～15 

 

特に札幌市のエゾシカ・ヒグマ対策に対する税金による支払意思額の CVM 調査の設問は

国土交通省ガイドライン（H22/3 月）に基いて以下の様に設定した。 

 

i. 「多段階 2 項選択方式」での設問（表 5-1 参照）を採用した。すなわち、第一提示

額から始まって、「はい（払います）」と答えた被験者には次々に高い提示額を示し、

「いいえ（払いたくない）」というまで金額を提示していく方式である。「いいえ（払

いたくない）」と応えた時点で、支払い金額に関する質問を終了する。 

ii. 支払方法は、「市民の安全の為の資金」と考えて「負担金」支払方式（＝追加税の

一種で全世帯より徴収する）とした。 

iii. 支払は対策が続けられるであろう「10 年間」とし、年間での支払い意志額を尋ねた。 

iv. 統計処理はパラメトリック法によるロジット推定曲線で解析を行い、支払い意志額

はその解析の平均値（支払い曲線の積分値）を求めることで算出した。 

 

表 5-1 本調査における多段階 2項選択方式への提示金額 

 

 

 

 

 

 

 

注）提示金額は、負担金(追加税)方式、年額払い金額、10 年間の支払期間が前提 

提示額 プレ調査 本調査

第１提示額 年間100円 年間200円

第２提示額 年間200円 年間500円

第３提示額 年間300円 年間1000円

第４提示額 年間500円 年間2000円

第５提示額 年間1000円 年間3000円
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3000 1000 2000 200 500 

提示額 X（円/年） 

賛同率 Y 

100％ 

50％ 

ロジット関数式で表される支払意思額曲線 

中央値の算出 WTP＝○○円/世帯・年 

平均値の算出 WTP＝△△円/世帯・年

中央値○○円 

平均値△△円 

Ｙ= 1/(1+exp-(a - b*ln(ⅹ))) 
  

 Ｙ：ｙesという確率 

 ｘ：提示金額 

 ａ，ｂ：係数 

図 5-3 ロジット推定曲線と式 
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（３）サンプルの設定 

 

CVM におけるサンプル数の算出公式は以下の式で求められる。サンプル数は母集団数Ｎ、

信頼係数ｋ、精度係数εおよび母集団比率Ｐの組み合わせで変化することを示している。 

 

 

 

 

 

 

 

ｎ：標本の大きさ 

Ｐ：母集団比率（賛成や反対の比率で一般的には未知なのでＰ=0.5 とする） 

Ｎ：母集団の大きさ（＝世帯数や人口） 

ε：目標精度（制度係数） 

ｋ：信頼係数に対応する標準正規分布の値 

 

信頼係数ｋ、精度係数εの値をどう設定するかについては、調査予算、調査時間、信頼

性を何処まで得るかで変わってくる。一般的には下の組み合わせを使うことが推奨されて

いる。(国土交通省ガイドラインなどで認められています） 

 

信頼度 99% ⇒ 信頼係数 ｋ=2.58 

信頼度 95% ⇒ 信頼係数 ｋ=1.96 

信頼度 90% ⇒ 信頼係数 ｋ=1.65 

 

一方、母集団比率Ｐについては、一般に未知なのでＰ=0.5（50%）とする。なぜならば、

Ｐ=0.5 のとき分散（標準偏差）が最大となるので誤差を最大に見積ったことになるためで

あり、最も安全な標本サイズとなる。 

 

εについては，目標精度を設定することは、許容できる標本誤差（Sample Error）を設

定することになる。精度が高いということは、信頼区間の幅が大きいことになるので母集

団特性値がこの区間に収まる確率が上がることとなり、推定の精度が高いということにな

る。εを 1/x にすると標本サイズは 2x 倍となる。一般には 1％～5％に設定する。 

 

ｋについては，信頼係数（Confidence Coefficient）を設定することは信頼区間の幅を

設定することになる。つまり，母集団比率が，標本比率によって定まる区間に収まる確率

を決めることになる。逆にいえば，Ｐ=0.5 とした仮説が成立する確率を決めることになり、

95％であれば 5％，99％であれば 1％の確率でＰ=0.5 が成立することを意味し，信頼係数が

大きいほどこの仮説が棄却される確率が大きくなる（帰無仮説）。 
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札幌市の CVM の場合のサンプル数について具体的にこれらの係数の設定と母集団数から

以下の様にして決定した。札幌市の平成 H23/10 月の世帯数は 966,903 件で、これを母集団

数として信頼係数などを上記の組み合わせで設定にすると必要なサンプル数は表 5-2 のよ

うになる。ここで、時間的・予算的制約から「ケース 2」の場合を採用して、サンプル数は

385 以上と決定した。（国土交通省のガイドラインでもこれらの組み合わせが一般的であ

る。） 

 

表 5-2 札幌市の CVM サンプル数試算  

ケース No N ε k p n 

ケース 1 966,903 0.01 2.58 0.5 16,642

ケース 2 966,903 0.05 1.96 0.5 385

ケース 3 966,903 0.1 1.65 0.5 69

（平成 23 年度国勢調査、札幌市世帯数 N＝966,903） 

 

有効回答数を 385 以上にするには、無効回答や拒否回答1を考慮する必要があり、これら

の比率は一般的には合わせて最大 15％程度と見積もられるので、全体の最終サンプル数は

15％の損失を考えて約 440 件以上をとることとした。表 5-3 は札幌市の地域別世帯数に合

わせて試算した地域毎に取るべきサンプル数である。 

 

表 5-3 各地域の予定サンプル数一覧 

                                                  
1無効回答とは統計データに使えない回答、拒否回答とは使えるデータだが本調査の趣旨に反対する回答 

プレ調査 本調査

区別票内訳 区別票内訳

北区 137,630 14.2% 8 65

東区 130,223 13.5% 7 61

中央区 123,821 12.8% 7 58

豊平区 113,966 11.8% 6 54

白石区 110,773 11.5% 6 52

西区 105,782 10.9% 6 50

南区 70,703 7.3% 4 33

手稲区 64,190 6.6% 4 30

厚別区 60,402 6.2% 4 29

清田区 49,413 5.1% 3 23

総数 966,903 100.0% 55 455

%世帯数区域
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（４）アンケート調査員のトレーニング 

 

アンケートの調査員には緊急雇用事業での新規雇用者から 5 名を選抜して、予備調査か

ら本調査までをこの 5 名で行った。5 名にはプレ調査の段階から、アンケート調査の趣旨、

アンケート手法の説明、および市民とのトラブルの回避方法などを複数回トレーニングを

行った。 

 

図 5-4 は本調査の際に作成したアンケート調査実施マニュアルである。マニュアルの中

には調査の目的、方法、訪問時心得、および身なり・服装などへの注意も書き込んでいる。 

一方、アンケート票に対する質問事項の想定問答集を添付して、被験者からのアンケート

票に関する質問には同じ返答をして情報バイアス2を与えないように指導を行った。 

 

 

                                                  
2 情報バイアス：アンケート調査において調査員が不必要または一定でない情報を被験者に与えることで

被験者の回答に変化が生じる「アンケート回答における歪」の事。 
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５－３ プレ調査の結果と本調査への改良 

プレ調査の結果から本調査へ向けてのいくつかの改良点を抽出した。改良点は 2つあり、

1つはアンケート調査票の文言や金額設定などの改良であり、他の 1つはアンケート実施方

法自体の改良であった。 

 

（１）アンケート票の改良 

 

プレ調査を行った調査員を集めて、アンケート票の改良について意見だしを行った。ア

ンケート票での誤字脱字およびわかりにくい表現が幾つか出された。その一つひとつにつ

いて以下の様な考察を行い改良すべきものやそのままで本調査に臨むものなどが選別され

た。表 5-4 に誤字脱字などの初歩的ミス以外のアンケート票の改善点を列挙した。こうし

た改善を調査員と一緒なって行うことは本調査での調査員の自身にもつながるし、アンケ

ートバイアスも防ぐ効果がる。 

 

表 5-4 本調査へ向けてのアンケート票の改善一覧 

箇所 アンケート票に対する改善指摘→改善の有無 

質問 1 「ご存知ですか？」と尋ねると「ああ、知ってるよ」と答える人が多いが、返答
の感じから、おそらく「聞いたことがある程度」ではないかと思われるので、こ
ちらから再度「知っている」程度を訊きなおすこともあった。（「詳しくご存知で
したか？」「聞いたことがある程度ですか？」など。訊き方によっては失礼な印
象を与えてしまうかもしれない？ 質問 2 も同じ） 
→このままとする。「ある程度内容を知っている」や「被害のあることだけ聞いている」
と修正も可能ではあるが、それとてもどの程度なのか不明であるので単純質問がい
いから。 

質問 3 複数選択回答が適当と思われる。→複数選択回答式にする。 

質問 4 市の対策について、最初は「知らない」と答える人も、その次の具体的な対策を
読み上げると、「ああ、それなら知ってる」という人がいる。 
→このままとする。（「ある程度内容を知っている」や「対策のあることだけ聞いている」
と修正可能ではあるがこれも問１と同じで程度問題が不明となる。一方、後の説明で
「それなら知っている」と言われたら前問回答を修正して構わない。 

質問 7 金額について「賛成ではあるが、金額についてはわからない(判断のしようがな
い)」という人がいた。金額を吊り上げるごとに混乱していく人もいる。→こうし
た人は出てくる。この場合は特に修正しない。 

質問 7 税金を使うことに対して「反対」と答えてしまう人の中にも、その後で金額が
100 円なら賛成に回るかもしれず、的確な答えを導き出せていないかもしれない
→直感的に最初に「No」と答えたものを尊重する。相手にその辺の確認をする。 

質問 11 ２行目～「捕獲する方法も検討されています」とあるが、もう実際に行われてい
る。 
→「札幌市周辺で捕獲する方法も検討されています」に修正。 

その他 アンケート文が長いので、こちらが質問文を読んでいる途中で勝手に答える人が
いる。→そうした回答でもサンプルとする。 
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（２）アンケート実施方法への改良 

 

アンケート実施方法については、調査員から多くの意見が出された。これも国土交通省

のガイドラインに対応して改善するかどうかの判断を行った。 

 

表 5-5 本調査へ向けてのアンケート実施方法の改善一覧 

No 手法に対する改善の指摘→改善の有無 

1 
夕方は夕食の準備をしている家庭が多いので避けた方がいい。（遅くとも 17 時位
まで？）昼食時も避けた方がいい。 
→12～13 時は避ける。アンケートは 17 時まで採取とする。 

2 
前もって区域を分担しないと別な調査員とかぶってしまう。 
→ランダムウォークの前に分担を決める。 

3 

面接方式で行っているので体裁の良い返答（動物福祉、良き市民）をされている
感もある。 
→Good face answer bias であり、面談アンケートの限界でこれに関しては特に修正し
ないが得られた結果は「控えめの評価を行なう」こととする。 

4 

ホームページを使った調査を行えば、より本音に近い別な結果がでるのではない
だろうか。 
→そうとも言えない。HP を見れる人には偏りがある。郵送方式がいいが今回は訪問面
談方式とする。 

5 

税金についての質問があるが、（もちろん「仮に」という前提を説明しているのだ
が）市がこのアンケートを行うことによって増税を検討しているというような印
象を与えるのではないだろうか。 
→その懸念は否めない。しかし特に修正はしない。 

6 
雨天時に行うと被験者用紙がラミネート加工をしていても水滴がついてしまう。
→タオル持参のこと。 

7 
被験者用紙が持ちにくい。A4 サイズをリング綴じで折りたたみ式にして、目の前
でめくってあげてはどうだろう？ 
→年寄り向けに大きい文字と B4 サイズにしているため。特に修正はしない。 

8 
大勢で回るより 3 人くらいのチームの方がフットワークが良かった。 
→本調査は 1 チーム 2～3 人で行なう予定。 

9 
比較的近いところ（北区、東区、中央区あたり）は自転車で回ったほうが効率的
かもしれない。 
→同一区でも、世帯分布で取るので近いとは限らず、安全の為にも車とする。 

10 
「札幌市が行っている対策」や、「期待される効果」などは別紙にし、アンケート
の後、被験者に渡してくれば啓発にもなるのではないか？ 
→これはいい考えであるが今回は実施見送り。 
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（３）CVM 方による支払い意志額設問への改良 

 

図 5-5 はプレ調査において、協力金として 100 円/年～1000 円/年の設問を行った結果の

支払い意志額曲線である。ロジット曲線は 1000 円以上でも 20％近くの人が支払いに同意し

ていることを示しており、本調査ではさらに高い提示額を設問に入れる必要性を示唆して

いる。 

 

ちなみに、ロッジト曲線へのフィット率（Ｒ二乗値）は 0.8968 であり 0.90 以上のフィ

ット率になるように改善が望まれる。またこの時の平均値としての支払い意志額は 519 円/

年と算出されたが、これは本調査ではさらに高い値が出ることをうかがわせるものであっ

た。 

結論として本調査ではスタート値を 100 円/年→200 円/年とし、最高提示額を 1000 円/

年→3000 円/年とするように改善した。 

 

 

WTP(x) 積分範囲 
平均値 

519 円/年 5～1000 円 

 

0
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0.4
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0.8

1

0 200 400 600 800 1000 1200

Y
E
S

提示額（円）

支払意思額曲線（計算値）

YES(y)

系列2

ｙ= 1-1/(1+exp(a - b*ｌｎ(x)))

a=12.822、b=-2.093

R2=0.8968

 

Ｙ= 1/(1+exp-(a - b*ln(x))) 

a=-12.822、b=2.093 

R2=0.8968 

図 5-5 プレ調査で得られた支払意思額曲線 

生データ
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（４）プレ調査の結果および本調査への改善点のまとめ 

 

 プレ調査より以下の様な結果が出て、本調査実施への参考とした。 

 

① 調査範囲の妥当性確認 

プレ調査の結果、札幌市のエゾシカ・ヒグマ問題を知っている割合は 7割以

上であったことから、札幌市の全世帯を母集団としてのアンケート実施は妥当

である。 

 

② シナリオの妥当性確認 

わかりやすいか？文言が適切か？目的にあった答えを導き出せているか？

等々の被験者の理解度に関して、プレ調査では誤字脱字などの多少の改良点は

見出されたが、基本的にアンケートのシナリオや文章は理解されていることが

分かった。 

 

③ 提示金額の妥当性確認 

提示金額は、プレ調査では 100 円～1000 円/年の設定が低すぎた事が解析で

判明したので、本調査では 200 円～3000 円/年の設定とする。 

 

支払手段（追加税、年払い、支払期間）については、シナリオ中の税金によ

る 10 年間払いに対しては大きな抵抗はなかったのでこのままとする。 

 

回答方式（多段階選択方式）の解析妥当性については、低い金額提示で解析

曲線が旨く得られなかったので、本調査では金額設定を上げて解析曲線をうま

く得るよう（Ｒ2乗が 0.9 以上を目標）に工夫することとした。 

 

④ 市民のアンケートに対する反応の確認 

アンケートへの不信感（サギ商法との誤解）、御願い文の適性の確認、アン

ケート調査員の服装・態度・御願いの改善、および訪問時間帯の確認（土日か

平日か）などアンケート実施方法に対する市民の不信感があったかどうかにつ

いて調査員の証言、現場監督者の感想、および札幌市への問い合わせの有無な

どを総合して判断した結果、特に大きな問題はなかった。従い、調査員のトレ

ーニングは本調査に向けて引き続き行なうものの、大きな改善は必要ないと判

断した。。ただし、プレ調査は平日であったため高齢者の回答者が多かったこ

ともあり、本調査では、土日も行なうこととした。 
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５－４ 本調査の実施概要 

プレ調査の結果とそこからの改善点を元に、本調査に対しては主に支払い意志金額の修

正や文言の修正をおこなって本調査用アンケート票を作成した。また、調査員のアドバイ

スなどからアンケート実施時間の厳守、戸別訪問時の注意事項の徹底などを行って本調査

に臨んだ。一方、土日を含めたアンケートに対する市民からの苦情や問い合わせがあった

場合に対応するため、お願い文の中に札幌市コールセンターへの問い合わせ先を明記して

被験者に必ず手渡すようにした。また、プレ調査で戸別訪問を経験した調査員を本調査で

も使用した。 

 

次頁にはプレ調査より改善された本調査用のアンケート票を掲載した。 

 

本調査は、7/18（月）に調査員を集めて再トレーニングを行ったあと、7/19（火）～7/30

（土）の間の 10 日間で 457 件分の回答を集めた。本調査の結果は後段で詳しく述べる。 
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図 5-6 本調査用アンケート票（1/3） 
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図 5-6 本調査用アンケート票（2/3） 
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図 5-6 本調査用アンケート票（3/3） 
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５－５ 本調査結果 

（１）サンプリングおよび被験者の概要 

 

表 5-6 は月日ごとのサンプリング数である。 調査員のスケジュール調整、市民からの問

い合わせ先のコールセンターとのスケジュール調整などから、7 月 18 日（月）に準備や確

認を行い、翌日の 19 日（火）より 30 日(土)の間の 10 日間で、予備調査と同じ調査員 5名

および統括責任者 1名によるチームにて本調査を行った。 

 

表 5-7 は区別ごとのサンプリング数である。先に示した世帯数分布に従って各区でサン

プル数をあらかじめ決めてアンケート調査を行った。全サンプル数は 457 件となり当初予

定の 440 件以上を採取できた。 

 

表 5-6 本調査実施月日  表 5-7 本調査区別サンプル数 

月日(曜日) 件数  区 件数 

7/19（火） 67  厚別区 28 

7/20（水） 59  手稲区 30 

7/21（木） 30  清田区 24 

7/23（土) 24  西区 51 

7/24（日） 58  中央区 58 

7/25（月） 54  東区 59 

7/27（水） 33  南区 33 

7/28（木） 53  白石区 53 

7/29（金） 51  豊平区 54 

7/30（土） 28  北区 67 

計 457  計 457 

 

本調査で採取した 457 件はすべて有効回答であった。すなわち、解析データとして利用

できない無効回答は 0 件であったのですべてのサンプルについて解析を行った。一方、表

には示していないが、457 件のサンプルを採取するまでに 205 件の回答拒否があった。この

種の調査員による戸別訪問で1件のサンプルを採取するのに平均1件～2件の拒否が通常で

あることから、本調査では比較的スムーズに調査が行えたと言う事ができる。 

通常のアンケートでは予備調査と本調査の期間中に、市民からの数件の苦情や不審問い

合わせが発注者に寄せられるものであるが、今回は両調査を通じてそうした問い合わせや

苦情がなかったことからも、調査自体がスムーズに行えたことが伺える。今回の苦情対応

には札幌市コールセンターがスタンバイを行っていたが、今後のこうしたアンケート手法

には有効かと考える。 
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表 5-8 は回答した被験者の年齢構成を示してい

る。回答者は世帯主をお願いしたので全体的に年

齢層は高いが、60 代と 70 代以上の割合が 6 割以

上を占めていることがわかる。これは平日の昼間

の訪問時に高齢の世帯主が多くいるために全体と

して被験者層が高齢にシフトする。これらの偏り

をなくすためには郵送によるアンケート調査が有

効とされているが、今回は新規雇用者を使っての

調査を前提としたためにどうしても回避できなか

った。 

 

 

表 5-9 は被験者の性別割合である。回答した半

数以上が女性であった。世帯主は男性が多いこと

がわかっているが、訪問時に在宅している確率は

女性の方が多いためにこうした割合になっている。

これらの偏りも郵送アンケート調査で今後低減で 

きる可能性はある。 

 

 

表 5-10 は被験者と世帯人数別構成を示してい

る。昼間の訪問では高齢の一人暮らしの被験者が

多くなるものであるが、2 人世帯及びそれ以上の

人数構成世帯からサンプルが回収できたことがわ

かる。 

一般的に動物対策への支払い意志額は年金生活

高齢者の一人暮らしの場合は少なる傾向にあるが、

こうした偏りはこの世帯別年齢構成からみると回

避できているのではないかと推測される。 

 

 

上記に示した被験者の属性は、札幌市の世帯を完全に代表するものでなく、一部に偏り

があることを前提にして、以降の解析結果を見る必要がある。サンプルが属性母集団に対

して幾ばくかの偏りがあるときには、分析結果が多めに（または少なめに）出ていること

を常に念頭に入れておくことが肝要であり、また、常に結果を控えめに解釈することが重

要である。 

表 5-8 被験者の年齢構成 

被験者の年齢 件数 ％ 

20 代 6 1.3% 

30 代 35 7.7% 

40 代 52 11.4% 

50 代 73 16.0% 

60 代 133 29.1% 

70 代以上 158 34.6% 

計 457 100.0%

表 5-9 被験者の性別 

被験者の性別 人数 ％ 

男性 207 45.3% 

女性 250 54.7% 

計 457 100.0%

表 5-10 被験者の世帯人数構成 

世帯の人数 人数 ％ 

1 人 34 7.4% 

2 人 164 35.9% 

3 人 143 31.3% 

4 人 75 16.4% 

5 人 29 6.3% 

6 人 9 2.0% 

7 人以上 3 0.7% 

計 457 100.0%
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（２）野生動物問題とその対策への認知度（本調査サンプル数 457 件の結果） 

 

表 5-11 と図 5-7 は北海道でのエゾシカやヒグマの被害について知っているかを被験者に

尋ねたところ、9割近くが知っていると答えた。また「聞いたことがある」と答えたのが 8％

あるが、調査員面談式のアンケートにおいては「グッドフェースアンサー」（調査員に見栄

を張るような回答をする）があるため、「聞いたことがある」という回答はむしろ「知らな

い」という部類にすることが調査結果を安全に解釈することとなるので、今回は「知って

いる」の割合で考察することとする。 

 

表 5-11 北海道でのエゾシカ・ヒグマ被害認知 

回答 件数 ％ 

1 知っている 406 88.8% 

2 聞いたことがある 38 8.3% 

3 知らない 13 2.8% 

計 457 100.0%

 

 

 

 

 

表 5-12 と図 5-8 は札幌市におけるエゾシカやヒグマの被害について知っているかどうか

尋ねたところ、7割強が知っていると答えている。これは先に同じ質問を「北海道」につい

て行った設問よりは少ない認知度であった。しかしながら、7割以上の多くの市民が認識し

ていることがわかった。このことは以下に述べる、野生動物対策への支払い意志額を尋ね

る集団として適当かどうかを判断される場合に「市民の 7 割以上の認知がある事項につい

て支払い意志額を尋ねている」という母集団選択における適正を示すものである。 

 

表 5-12 札幌市でのエゾシカ・ヒグマ被害認知度合い

回答 件数 ％ 

1 知っている 330 72.2% 

2 聞いたことがある 66 14.4% 

3 知らない 61 13.3% 

計 457 100.0% 

 

 

図 5-8 札幌市のエゾシカ・ヒグマ被害認知度

72.2%

14.4%

13.3%

1 知っている
(72.2%) 
2 聞いたことが
ある(14.4%)

3 知らない
(13.3%) 

88.8%

8.3%
2.8%

図 5-7 北海道でのエゾシカ・ヒグマ被害認知度

1 知っている(88.8%)

2 聞いたことがある

(8.3%) 
3 知らない(2.8%)
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表 5-13 と図 5-9 は札幌市でのエゾシカとヒグマの被害を知っていると答えた 330 名に対

して何で知ったかを複数回答で尋ねた結果である。実際に被害にあった市民も被験者の中

にはいたが、圧倒的に新聞・テレビ・ラジオのマスメディアによって認識していることが

分かった。一方で、札幌市の広報やホームページで知った人はほとんどいない状態であっ

た。 

 
表 5-13 市での被害認知の情報源は 
    （知っていると答えた 330 人の複数回答） 

回答 
件数 

（複数回答）
％ 

1 実際に被害にあった 3 0.7% 

2 家族や友人から聞いた 34 8.1% 

3 新聞・テレビ・ラジオで知った 378 89.8% 

4 札幌市の広報や HP で知った  3 0.7% 

5 その他 3 0.7% 

計 421 100.0%

 

 

 

札幌市がエゾシカやヒグマの出没対策を行っていることについて知っているかどうか尋

ねたところ、被験者の 40％近い人が知らないと答えている。これは先のエゾシカやヒグマ

の被害の情報源として札幌市の広報や HP が低かったのと呼応した結果となっている。 

 

表 5-14 札幌市における対策の認知度 

回答 集計 ％ 

1 知っている 176 38.5% 

2 聞いたことがある 106 23.2% 

3 知らない 175 38.3% 

計 457 100.0%

図5-10 札幌市のエゾシカ・ヒグマ対策の認知度

23.2%

38.3% 38.5%

1 知っている(38.5%)

2 聞いたことがある
(23.2%)

3 知らない(38.3%)

0.7% 

8.1% 

89.8%

0.7%

0.7%
1実際に被害に

あった (0.7%)

2家族や友人から

聞いた (8.1%)

3新聞・テレビ・ラ

ジオで知った

(89.8%)
4札幌市の広報や

ホームページで

知った (0.7%)
5その他 (0.7%)

図 5-9 札幌市での被害認知の情報ソース
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（３）野生動物問題に対する対策費用に関する意識 

 

この項では CVM（仮想評価法）による被験者の野生動物対策費用への支払い意志額に関す

る調査結果を示す。 

 

札幌市におけるエゾシカとヒグマの対策の継続について聞いたところ、継続を望むのは

人の割合 98％であった。これは次の設問で対策費用を聞く前提として大きな意味がある。

すなわち、札幌市の対策について多くの市民が継続することを望んでいることが判明した

ことがアンケートの 1 つの成果であり、求められている支払い意志額の妥当性を示すもの

となる。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、対策を税金で行う場合について尋ねたところ、「対策が必要で税金を支払っても

いい」と答えた被験者は全体の 81.2％であった。一方、「対策は必要と考えるが、税金を支

払いうには反対」と答えた人は 16.8％であった。「対策自体も必要でなく税金も支払わない」

とした人は 2％であった。 

98％の人が対策の継続は望むものの、それに対して税金を支払ってもいいと答えた人は

減って全体 81％となっている。しかしながら、この 8割強の被験者が対策の継続を支持し、

さらにそれに対して税金を支払ってもいいと答えていることは、先の札幌市のシカ・クマ

による被害状況の認知度の高いことと合わせて考えると、市民にとっては大きな関心事で

あり、対策を望んでいる事項であることも分かった。 

 

表 5-15 札幌市での対策の継続について 

回答 件数 ％ 

1 必要だと思う 448 98.0%

2 必要だと思わない 9 2.0%

計 457 100.0%

表 5-16 税金によるエゾシカ・ヒグマ対策継続の賛否

回答 件数 ％ 

対策必要で税金支払い賛成 371 81.2%

対策必要でも税金支払い反対 77 16.8%

対策自体が必要だと思わない 9 2.0%

総計 457 100.0%

98.0%

2.0%

図5-11 エゾシカ・ヒグマの対策は今後とも必要

1 必要だと思う

(98.0%)

2 必要だと思わな

い (2.0%)

81.2%

16.8%

2.0%

図 5-12 エゾシカ・ヒグマ対策に税金を使うのは？

対策必要で税金支払

い賛成 (81.2%)

対策必要でも税金支払

い反対 (16.8%)

対策自体が必要だと思

わない (2.0%)
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 前頁で示したように、本調査 457 件のサンプルの内、「今後とも対策が必要で、税金によ

る支払いにも賛成」と答えた 371 件について CVM（仮想市場評価法）による解析を行った。

その解析結果を表 5-17 と次頁の図 5-13 に示した。 

 

表 5-17 は提示金額毎の許諾件数およびその累積件数であり、例えば「3000 円/年・世帯」

の税金支払い提示に対して、15 件（4.0％）が支払に対する許諾を示した。「2000 円/年・

世帯」の提示額に対しては 6件の許諾があり先の 15 件と合わせると、この提示額に対して

は累積で 21 件の許諾があったと見ることができる（3000 円への支払い意志を示した人は

2000 円でも当然支払うという仮定があるため）。 

順次、低い提示額に対して累積の許諾率は累算されていくことになる。最後に最低提示

額の「200 円/円・世帯」に対しても許諾を得られなかった 24 件については、以下の様に解

釈を行なう。すなわち、これら 24 件の人たちは、既に税金としての支払いには同意してい

るので、「200 円/年・世帯未満」の支払い意志額があると見なされる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5-17 のデータを使って、支払い意志額曲線（ロジット曲線）に最小二乗法を用いて当

てはめたところ図 5-13 のような曲線が得られた。図 5-13 で青のプロット点は生データを

示し、ピンクの曲線が最小二乗法によって得られたロジット関数に適合するロジット曲線

である。この時、ロジット関数の係数はそれぞれａ=14.0232、ｂ=-2.1869 であり、曲線の

フィット具合を示すＲ二乗値は 0.9879 であった3。プレ調査結果も値 0.8968 と比較して、

Ｒ二乗値が改善されていること、また曲線が最高提示価格で全体の 5％以下に収れんしてい

ることから、この解析結果は次の平均支払い意志額を算定するのに十分な精度で受け入れ

られる結果であることが分かった。

                                                  
3 Ｒ二乗値は「相関係数」とも言われており、正確には「従属変数ｙの変化量の 98.79％を変数ｘの変化量

で説明できる」ことであるが、「生データに対する計算曲線のフィット性が 98.79％ある」と解釈してもい

い。 

表 5-17 提示金額に対する支払い許諾（＝「YES」）件数（計 371 件)

提示金額（円/年・世帯） 
YES 

（件数） 

累計 YES
（件数） 

累計 YES 
（％） 

<200 円未満 24 371 100.0% 

200 円 145 347 93.5% 

500 円 114 202 54.4% 

1000 円 67 88 23.7% 

2000 円 6 21 5.7% 

3000 円 15 15 4.0% 
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 図 5-13 に示す曲線について、提示金額の「1円/年・世帯」から最高「3000 円/年世帯」

までを積分した値が一世帯当たりの平均支払い意志金額になるため4、それを計算したとこ

ろ、平均値として 806 円/年・世帯の値が算出された。この数字はあくまで、対策が必要で

税金として支払ってもいいと答えた世帯についての結果であることに注意したい。 

 

一方では、こうした税金の支払いに伴う施策に関しては、反対者がいようとも決定され

た段階で全世帯に一律に課せられるため、その場合を想定して単純に計算すると、札幌市

で約 96 万 6 千世帯から年間 806 円のシカ・クマ対策費を税金として集めると仮定すると、

概算で年間７億 7800 万円程度の額が見積もられることとなる。 
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4 支払い曲線から支払い意志額の算出の詳細は（積分範囲）建設省のＣＶＭガイドラインを参照のこと。 

WTP(x) 積分区間 
平均値 

806 円/年 1～3000 円 

Ｙ= 1/(1+exp-(a - b*ln(x))) 

a=14.0232、b=-2.1869 

R2=0.9879 

図 5-13 本調査で得られた支払い意思額曲線 

生データ
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（４）今後のエゾシカとヒグマの取り扱いに関する市民感情 

 

アンケートの最後に、市街地に出没するエゾシカやヒグマの対処方法について市民の意

見を尋ねた。表 5-18 は市街地に出没したエゾシカを捕獲した場合に、再度の出現の可能性

もあるので安楽死をさせても仕方ないかどうか聞いたところ、56.5％は「安楽死も仕方な

い」と答えているが「放獣すべき」は 25.6％、または「分からない」と答えたのが 11.6%

であった。 

回答での「分からない」は消極的ながら安楽死に抵抗している可能性があるので、安楽

死に抵抗感があるのは 25.6%と 11.6%を合わせた 37.2％という解釈ができる。 

 

一方、頭数が増えてエゾシカの出没を抑えるために、野生の生息地での捕獲（捕殺では

ない）の可否について尋ねたところ、7割近くが「捕獲も仕方ない」と答えている。一方の

「捕獲に反対」は 1割強あったが「分からない」と答えた人がそれを上回り 16.2%であった

（表 5-19 参照）。 

 

表 5-18 捕獲したエゾシカの安楽死について 

回答 件数 ％ 

1 安楽死も仕方ない 258 56.5%

2 放獣すべき 117 25.6%

3 わからない 53 11.6%

4 その他 29 6.3%

計 457 100%

 

ヒグマに関しては、出没したヒグマが問題を繰り返し引き起こして改善の見込みがない

場合に駆除（捕殺）を実施していることを述べて、それに対して意見を求めたところ、問

題を起こすヒグマについては 80.5％が捕殺を伴う駆除も仕方なしと回答している一方、「駆

除反対」と答えているのは全体の 8.3％であった。 

  

 

 

 

表 5-19 野生生息地でのエゾシカ捕獲 

回答 件数 ％ 

1 捕獲仕方ない 313 68.5%

2 捕獲反対 56 12.3%

3 わからない 74 16.2%

4 その他 14 3.1%

計 457 100%

表 5-20 問題ヒグマの駆除について 

回答 件数 ％ 

1 駆除仕方ない 368 80.5% 

2 駆除反対 38 8.3% 

3 わからない 32 7.0% 

4 その他 19 4.2% 

計 457 100.0% 



 5-30

５－６ アンケート調査結果の考察 

札幌市の 457 件の世帯に対して行ったアンケートの調査結果から以下の様な事が分かっ

た。 

 

1. 被験者の 9 割以上が「北海道におけるエゾシカやヒグマの被害」について認知してい

た。 

2. 被験者の 7 割以上が「札幌市におけるエゾシカやヒグマの被害」について認知してい

た。 

3. 札幌市におけるエゾシカやヒグマの被害を認知した方法としては、9割近くが新聞・テ

レビ・ラジオによるものであり、札幌市の広報や HP からの認知は少なかった。 

4. 札幌市がエゾシカやヒグマ出没に対して対策を取っていることを 4 割近い人が知らな

いと答えている。 

5. 札幌市におけるエゾシカ・ヒグマ対策の継続を望むのは 98％近くあり、81％が税金を

使っての対策の継続に賛成を示している。 

6. 「エゾシカ・ヒグマ対策が必要であり税金を払っても良い」と回答した 371 件（被験

者の 81％に相当）について CVM（仮想市場評価法）の解析を行なったところ１世帯が

１年間にシカ・クマ対策に税金として支払ってもいい金額は 806 円であった。 

7. 仮に、札幌市の約 96 万 6 千世帯すべてに対してこうした税金をお願いすると仮定した

場合には、概算で年間で 7億 7800 万円程度の支払意志額が見積もられた。 

8. 捕獲したエゾシカの安楽死については 5 割強が仕方なしと答えている。一方、出没対

策としての野生生息地でのエゾシカ捕獲には 7割近い人が仕方ないと考えている。 

9. ヒグマについては、継続して問題を起こすヒグマについては現在行っている捕殺を伴

う駆除も仕方がないと 8割の人が考えていることが分かった。 


